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SDに関する先行研究 
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3. SD の手法（大学院における SD に関する講座） 
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調査主体は筆者である。調査は、2008 年の 7 月～8 月に実施した。調査対象校は、認証
評価機関がウエブサイトで公開する認証評価結果より、SD を導入する私立大学の 32 大学
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の人事担当者に対して依頼した。その結果、15 校より回答を得た（回収率 46.9%）。なお、
回答校の専任事務職員数の内訳は、「50 名未満」2 校（13.3%）、「50 名～100 名未満」3
校（20.0%）、「100 名～200 名未満」6 校（40.0%）、「200 名以上」4 校（26.7%）であっ
た。また、回答校の学生定員数の内訳は、「1,000 名未満」2 校（13.3%）、「1,000 名～5,000





表 1  SD に関するアンケート調査報告 
質問 1 ｢SD の必要性は、どのような点か（複数回答可）｣への回答数（%） 
No. 項目 大学数（割合） 
1. 教育サービスの向上のため 13 （86.7） 
2. 将来的に学園を担う構成員の養成のため 13 （86.7） 
3. 教員との協働体制の構築のため 5 （33.3） 
4. 円滑な業務遂行のため 11 （73.3） 
5. 人材育成の手段として 12 （80.0） 
6. 少数精鋭型の事務体制に備えるため 2 （13.3） 
7. 組織の連携のため 3 （20.0） 
8. 認証評価制度の範疇において必要 0 （0.0） 
9. 組織の目標を達成させるため 1 （6.7） 
 
質問 2 ｢SD の課題点｣への回答数（%） 
No. 項目 大学数（割合） 
1. ない 0 （0.0） 
2. ある（その内容↓ 15 （100.0） 
 効果が不明 2 （13.3） 
 効果の検証手段がない 7 （46.7） 
 学園のミッションにつながるか不明 2 （13.3） 
 校内の組織・体制が整備されていない 1 （6.7） 
 大学職員の理解や賛同が十分得られていない 2 （13.3） 
 費用の捻出 0 （0.0） 
 時間の確保 4 （26.7） 
 評価手法が分からない 3 （20.0） 
 適当な外部研修会が少ない 1 （6.7） 
 教員の理解や賛同が十分得られていない 2 （13.3） 
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（4）結果の考察 
 質問 1 は、次の項目が 50%を超えた。｢教育サービスの向上のため｣、｢将来的に学園を担
う構成員の養成のため｣、｢円滑な業務遂行のため｣、｢人材育成の手段として｣。SD は、多
様な必要性を持つものと捉えられていた。 
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することが SD の効果を高めるだろう。 
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